
入  札  公  告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

       平成２９年５月１９日（金）  支出負担行為担当官 沖縄総合事務局総務部長 山谷 英之 

 

１ 契約担当官等の官職及び氏名 支出負担行為担当官 沖縄総合事務局総務部長 山谷 英之 

２ 競争入札に付する事項 

（１）調達件名 平成２９年度「訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（実証事業分）」外国人旅行者の受入のためのジ 

ャンボタクシー利用の実証事業 

（２）調達内容 入札説明書による。 

（３）履行期間 契約締結日 ～ 平成３０年３月３０日 

（４）履行場所 入札説明書による。 

（５）入札方法 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８％に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１

０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

（６）電子調達システムの利用 本案件は電子調達システム対象調達案件である。なお、電子入札によりがたい者は、入札説明

書に従い、発注者の承諾を得た者に限り、紙入札とすることができる。 

３ 競争参加資格 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。ただし、未成年者、被補佐人又は被補助人であって、契

約締結のために必要な同意を得ている者については、この限りでない。 

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３）平成２８・２９・３０年度内閣府競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のうち、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付け

された九州・沖縄地域の競争参加資格を有する者であること。 

（４）契約担当官等から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

（５）入札説明書及び仕様書等の条件を満たしている者であること。 

４ 入札説明書等の交付期限及び場所 

（１）交付期限 平成２９年５月２９日（月）午後５時００分 

（２）交付場所 〒900-0006 沖縄県那覇市おもろまち２丁目１番１号 那覇第２地方合同庁舎２号館７階 

              沖縄総合事務局 総務部会計課 支出負担行為第二係 赤嶺 

              TEL:098-866-0031(内81342)  FAX:098-860-1025  E-mail:kaikei-futan02@ogb.cao.go.jp 

５ 提案書等提出期限等 

（１）提出期限 平成２９年６月５日（月）午後５時００分 

（２）提出場所 上記４（２）に同じ。 

６ 入札書の提出期限等 

（１）提出期限 平成２９年６月８日（木）午後５時００分 

（２）開札日時 平成２９年６月１４日（水）午前１０時００分 

（３）開札場所 沖縄総合事務局７階入札室 

７ 入札保証金及び契約保証金 免除。 

８ 入札の無効 本公告の示した競争参加資格のない者の提出した入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

９ 落札者の決定方法  

（１）予決令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、総合評価落札方式（加算方式）により決定する。 

   ただし、落札者となるべき同点数の入札をした者が２人以上あるときは、くじへの移行とする。くじの日時及び場所につ 

   いては、発注者から電子調達システム等により指示する。 

（２）予算決算及び会計令第８５条の基準が適用となる場合、調査基準価格を下回って入札した者は、予定価格の範囲内で最低 

   価格をもって入札した者であっても落札業者とならない場合があり、また、契約担当官等は入札の結果を保留する場合が 

   ある。この場合、予算決算及び会計令第８６条第１項に基づく調査を実施することとなるため、調査の対象となる入札参 

   加者は、当局の行うヒアリング等の調査に協力しなければならない。 

（３）次の場合には、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低価格をもって入札した者を落札者とす 

   ることがある。 



   イ.上記９（２）による調査の結果、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められる場合。 

  ロ.公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって、著しく不適当であると認められる場合。 

１０ 契約書作成の要否 要。 

１１ その他 詳細は入札説明書による。 



－1－  

入 札 説 明 書 

 

 次の調達案件に係る一般競争入札については、入札公告及び関係法令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

 

１ 公 告 日  平成２９年５月１９日（金） 

２ 掲載責任者  支出負担行為担当官 沖縄総合事務局総務部長 山谷 英之 

３ 担当部局 

（１）入札手続に関すること 〒900-0006沖縄県那覇市おもろまち２丁目１番１号 那覇第２地方合同庁舎２号館７階 

              沖縄総合事務局 総務部 会計課 支出負担行為第二係 赤嶺 

              TEL:098-866-0031(内81342)  FAX:098-860-1025  E-mail:kaikei-futan02@ogb.cao.go.jp 

（２）仕様書に関すること  〒900-0006沖縄県那覇市おもろまち２丁目１番１号 那覇第２地方合同庁舎２号館５階 

              沖縄総合事務局 運輸部 企画室 新垣 

              TEL:098-866-0031(内85243)  FAX:098-860-2369 

４ 調達概要等 

（１）調達件名 平成２９年度「訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（実証事業分）」外国人旅行者の受入のためのジャンボタ 

クシー利用の実証事業 

（２）調達内容 仕様書のとおり。 

（３）履行期間 契約締結日 ～ 平成３０年３月３０日 

（４）履行場所 仕様書のとおり。 

（５）電子調達システムの利用 本案件は、競争参加資格確認申請書（以下「確認申請書」という。）の提出、競争参加資格確認通知、

入札及び開札について、電子調達システムにより行う。なお、電子調達システムによりがたい者につ

いては、発注者の承諾を得た者に限り、紙入札によることができる。 

５ 競争参加資格 

  次に掲げる条件を満たしている者であること。 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。ただし、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結

のために必要な同意を得ている者については、この限りでない。 

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３）平成２８・２９・３０年度内閣府競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のうち、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされた九

州・沖縄地域の競争参加資格を有する者であること。 

（４）契約担当官等から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

（５）入札説明書及び仕様書等の条件を満たしている者であること。 
６ 企画提案等 
  本案件は応札者の企画提案を審査し、企画点・価格点の合計点で競う総合評価方式を採用する。 
（１）企画提案書の提出期限 平成２９年６月５日（月）午後５時００分 
（２）提出場所 上記３（１）に同じ。 
（３）提案書の説明（プレゼンテーション） 沖縄総合事務局運輸部企画室から求められた場合に行う。（日程は別途連絡する。） 
７ 入札説明書及び仕様書等に対する質問 

（１）入札説明書及び仕様書等に対する質問がある場合は、次に従い、電子メールにより質問書を提出すること。なお、質問書の様式

は沖縄総合事務局ＨＰ（調達情報 http://www.ogb.go.jp/soumu/soumu_tyouta.html）へ掲載している。 

   ① 受付期限：平成２９年５月２９日（月）午後５時００分 

   ② 受付窓口：上記３（１）に同じ。 

（２）上記（１）の質問に対する回答書は、次の期限のとおり回答又は閲覧に供する。 

   ① 回答期限：平成２９年５月３０日（火）午後５時００分（質問者には電子メールにより速やかに回答する。） 

   ② 閲覧場所：上記３（１）に同じ。 

８ 紙入札の承諾願い 
  紙入札の承諾に関しては、次に従い、持参又は郵送により紙入札方式参加承諾願を提出し、承諾を得ること。なお、紙入札方式参

加承諾願の様式は沖縄総合事務局ＨＰ（調達情報 http://www.ogb.go.jp/soumu/soumu_tyouta.html）へ掲載している。 
  ① 受付期限：平成２９年６月５日（月）午後５時００分 
  ② 受付窓口：上記３（１）に同じ。 
９ 競争参加資格の確認等 
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（１）本競争の参加者は、上記５に掲げる競争参加資格を有することを証明するため、次に従い、確認申請書（本説明書４

ページ）を提出し、支出負担行為担当官から競争参加資格の有無について確認を受けなければならない。なお、受付

期限までに確認申請書等を提出しない者は、本競争に参加することができない。 

   ① 電子調達システムによる提出の場合 

    （ア）受付期限：平成２９年６月５日（月）午後５時００分 

    （イ）提出方法：電子調達システムの入力画面上にて添付し、提出すること。 

   ② 紙入札方式による提出の場合（持参又は郵送） 

    （ア）受付期限：電子調達システムによる提出の場合と同じ。ただし、郵送の場合は受付期限の午後５時００分必着とする。 

    （イ）受付窓口：上記３（１）に同じ。 

（２）本競争の参加者は、別添「応札資料作成要領」に基づき、企画提案書を提出し、その審査をうけなければならない。提出先は  

   総務部会計課とし、持参又は郵送により提出をする。（郵送により提出する場合は、期限までに必着とし、受領の確認を提出先へ 

   確認すること。） 

    （ア）受付期限：平成２９年６月５日（月）午後５時００分 

    （イ）受付窓口：上記３（１）に同じ。 

（３）その他 

   ① 確認申請書の様式は沖縄総合事務局ＨＰ（調達情報 http://www.ogb.go.jp/soumu/soumu_tyouta.html）へ掲載している。 

   ② 確認申請書等の提出に係る費用は、提出者の負担とする。なお、提出された確認申請書等は、返却しない。 

   ③ 提出期限以降における確認申請書の差し替え及び再提出は、特別な理由がない限り認めない。 

   ④ 支出負担行為担当官は、提出された確認申請書等を競争参加資格の確認以外には、提出者に無断で使用しない。 

１０ 入札書の提出期間及び開札日時等 

（１）入札書の提出期間 

   ① 電子調達システムによる提出の場合 

     平成２９年６月７日（水）午前９時００分 ～ 平成２９年６月８日（木）午後５時００分 

   ② 紙入札方式による提出の場合（持参又は郵送） 

    （ア）提出期間：上記１０（１）①による場合と同じ。ただし、郵送の場合は提出期間最終日の午後５時００分必着とする。 

※入札書に記載する日付は、上記１０（１）①期間内の日付を記載すること。 

    （イ）提出場所：上記３（１）に同じ。 

（２）開札日時  平成２９年６月１４日（水）午前１０時００分 

（３）開札場所  沖縄総合事務局７階入札室 

１１ 入札方法等 

  入札書は、次に従い、電子調達システムを用いて提出すること。なお、発注者の承諾を得た場合は、紙入札方式（別冊入札心得を

参照）により提出すること。 

（１）落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８％に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数が

あるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

（２）第１回目の入札に際し、入札書に記載される入札金額に対応した内訳書を提出すること。なお、内訳書は任意様式とするが、記

載内容については項目、単価、数量、金額等を明らかにすること。 

（３）入札執行回数は、原則２回を限度とする。 

（４）電子調達システムで落札者がないときの随意契約（以下「不落随契」という。）に移行する場合の意向確認は、以下による。 

   ① 見積書提出意思のある者は、見積依頼通知書受領後に見積書の提出を行うこと。 

   ② 見積書提出意思のない者は、辞退届を必ず送信すること。 

   ③ 何ら意思表示のない者は、見積提出意思のない者とみなす。 

   ④ 不落随契に伴う見積依頼通知書は、原則として前回の入札に参加した全ての入札参加者に対して送信するものとする。 

１２ 開札 

（１）開札は、上記１０（２）及び（３）に掲げる日時及び場所において、入札者又はその代理人を立ち会わせて行う。ただし、入札

者又はその代理人が立ち会わない場合においては、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。 

（２）第１回目の入札において落札者が決定しなかった場合、再度入札に移行する。再度入札の日時については、発注者から電子調達

システムで再入札通知書により通知する。そのため、落札者決定通知書等が発行される（結果がわかる）まで、電子調達システ

ムの前でしばらく待機すること。なお、再開処理に時間を要し、予定時間を超えるようであれば、発注者から連絡する。 

（３）再度入札に移行した際には、紙入札による入札者（郵送含む）は、上記１０（２）及び（３）に掲げる日時及び場所において、
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入札者又はその代理人が立ち会っている場合に限り、第２回目以降の入札を行うことができるものとする。この場合、予備の入

札書及び委任状（代理人立会いの場合）を準備・持参していること。 

１３ 入札の無効 

  本公告において示した競争参加資格のない者がした入札、確認申請書等に虚偽の記載をした者がした入札及び別冊沖縄総合事務局

総務部入札心得において示した条件等入札に関する条件に違反した入札は無効とする。なお、無効の入札をした者を落札者として

いる場合には、落札決定を取り消す。また、支出負担行為担当官により競争参加資格のある旨確認された者であっても、開札時点

において指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けている者、その他開札時点において上記５に掲げる資格のない者がした入札

も無効とする。 

１４ 落札者の決定方法 

（１）予決令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、総合評価落札方式（加算方式）により決定する。 
   ただし、落札者となるべき同点数の入札をした者が２人以上あるときは、くじへの移行とする。くじの日時及び場所につ 
   いては、発注者から電子調達システム等により指示する。 
（２）予算決算及び会計令第８５条の基準が適用となる場合、調査基準価格を下回って入札した者は、予定価格の範囲内で最低 
   価格をもって入札した者であっても落札業者とならない場合があり、また、契約担当官等は入札の結果を保留する場合が 
   ある。この場合、予算決算及び会計令第８６条第１項に基づく調査を実施することとなるため、調査の対象となる入札参 
   加者は、当局の行うヒアリング等の調査に協力しなければならない。 
（３）次の場合には、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低価格をもって入札した者を落札者とす 
   ることがある。 
   イ.上記１４（２）による調査の結果、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められる場合。 
  ロ.公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって、著しく不適当であると認められる場合。 
１５ 総合評価（加算方式）の方法 

（１）予定価格の制限の範囲内で入札した者のうち、総合評価点（価格点＋企画点）の最も高い者を落札者とする。 

（２）企画点：提出された企画提案書に対する評価点。 

（３）価格点：次の計算式による。 

                               入札価格 

       価格点 ＝ 価格点の満点（１００点）×（ １－ ―――――― ） 

                               予定価格 

１６ 入札保証金及び契約保証金 免除する。 

１７ 契約書作成の要否等 別添契約書案により、契約書を作成するものとする。 

１８  支払条件 完了払い。 

１９ 火災保険付保証の要否 否。 

２０ 苦情申立て 

  本調達における競争参加資格の確認その他の手続に不服がある者は、沖縄総合事務局総務部会計課に対して書面により苦情申立て

を行うことができる。 

２１ その他 

（１）  契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）  入札参加者は、別冊沖縄総合事務局総務部競争契約入札心得を熟読し、沖縄総合事務局総務部競争契約入札心得を遵守するこ 

        と。 

（３）  確認申請書又は資料に虚偽の記載をした場合においては、競争参加資格がない者とするとともに、指名停止等措置要領に基づ 

        く指名停止を行うことがある。 

（４）  電子調達システムによる手続開始後に紙入札方式への途中変更は原則認めないが、入札参加者側にやむを得ない事情が生じた 

        場合には、発注者の承諾を得て紙入札方式に変更するものとする。 

（５）  電子調達システムに障害等やむを得ない事情が生じた場合には、紙入札方式に変更する場合がある。 

（６） 電子調達システムの操作等の詳細については「政府電子調達(ＧＥＰＳ)」（https://www.geps.go.jp/）ポータルサイトを参照 

        すること。 

（７） 障害発生時及び電子調達システム操作等の問い合わせ先は、次のとおりとする。 

    ① システム操作・接続確認等の問い合わせ先 電子調達システムヘルプデスク TEL:0570-014-899 

    ② ＩＣカードの不具合等発生時の問い合わせ先 取得しているＩＣカードの認証機関 

    ③ 確認申請又は入札等の締切時間が切迫しているなど緊急を要する場合は、上記３（１）にも連絡すること。 

以 上
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（別紙様式） 

 

 

 

 

競 争 参 加 資 格 確 認 申 請 書 

 

 

 

平成   年   月   日 

 

 

 

  支出負担行為担当官 

  沖縄総合事務局総務部長 殿 

 

 

 

                   住 所 

                   商号又は名称 

                   代表者氏名                  印 

 

 

 

  平成２９年５月１９日付公告の「平成２９年度「訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（実証事業分）」 

外国人旅行者の受入のためのジャンボタクシー利用の実証事業」に係る競争参加資格について、確認されたく申 

請します。 

  なお、予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当する者でないことを誓約します。 

 

 

 

添付書類 

① 平成２８・２９・３０年度資格審査結果通知書（全省庁統一資格）（写） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 
【別紙】 

 

個人情報取扱特記事項 

 

（個人情報保護の基本原則） 

１ 受注者は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人を識別できるものをいう。

以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この契約に基づく業務を実施するに当たり、個人の

権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

 

（秘密の保持） 

２ 受注者は、この契約に基づく業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、

又は契約の目的以外の目的に使用してはならない。 

この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 

（業務従事者への周知） 

３ 受注者は、この契約による業務に従事している者に対して、在職中及び退職後において

もこの契約に基づく業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は契約の

目的以外の目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護の徹底について周知しな

ければならない。 

 

（適正な安全管理） 

４ 受注者は、この契約に基づく業務に係る個人情報の漏えい、滅失、改ざん、又は損傷の

防止その他の個人情報の適切な安全管理のために必要な措置を講じなければならない。 

 

（再委託の制限等） 

５ 受注者は、発注者が承認した場合を除き、個人情報の取扱い業務を再委託してはならな

い。また、再委託する場合にあっては、受注者は、再委託先への必要かつ適切な監督を行

わなければならない。 

 

（収集の制限） 

６ 受注者は、この契約に基づく業務に係る個人情報を収集するときは、当該業務の目的を

達成するために必要な範囲で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

 

（利用及び提供の制限） 

７ 受注者は、発注者の指示又は承諾がある場合を除き、この契約に基づく業務に関して知

り得た個人情報を当該契約の目的以外の目的のために利用し、又は第三者に提供してはな

らない。 

 

（複写、複製の禁止） 

８ 受注者は、発注者の指示又は承諾がある場合を除き、この契約に基づく業務に関して知

り得た個人情報を複写し、又は複製してはならない。 

 



 
 

 
(安全管理の確認) 

９ 発注者は、受注者が取り扱う個人情報の安全管理措置が適切に行われていることを適宜

確認することとする。また、発注者は必要と認めたとき、受注者に対し個人情報の取り扱

い状況について報告を求め、又は受注者が個人情報を取り扱う場所で、当該取扱状況を検

査することができる。 

 

（廃棄等） 

10 受注者は、この契約に基づく業務に関して知り得た個人情報について、保有する必要が

なくなったときは、確実かつ速やかに発注者への返却、廃棄又は消去（以下「廃棄等」とい

う。）しなければならない。なお、受注者がこの契約に基づく業務に関して知り得た個人情

報の廃棄等を行った場合には、発注者に対して、速やかにその旨を書面で報告するものと

する。 

 

（事故発生時における報告） 

11 受注者は、この契約に基づく個人情報に関する事項に違反する事態が生じ、又はおそれ

がある場合は、直ちに発注者へ報告し、発注者の指示に従うものとする。この契約が終了

し、又は解除された後においても同様とする。 

 

（違反した場合の措置） 

12 発注者は、受注者が記載事項に違反した場合は、契約を解除することができるとともに

必要な措置を求めることができる。 

 



平成29年度「訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対

策事業（実証事業分）」外国人旅行者の受入のためのジ

ャンボタクシー利用の実証事業

応札資料作成要領

平成２９年５月

内閣府沖縄総合事務局
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本書は、平成29年度「訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（実証事業分）」外国人

旅行者受入のためのジャンボタクシー利用の実証事業の調達に係る応札資料(評価項目一覧及

び提案書)の作成要領等を取りまとめたものである。

第1章 沖縄総合事務局が応札者に提示する資料及び応札者

が提出すべき資料等
沖縄総合事務局は応札者に以下の表1に示す資料を提示する。応札者は、それを受け、以

下の表2に示す資料を作成し、沖縄総合事務局へ提示する。

開札後、落札者は表３に示す資料を、ただちに沖縄総合事務局へ提出する。

[表1 沖縄総合事務局が応札者に提示する資料]

資料名称 資料内容

①入札仕様書 本調達の対象である平成29年度「訪日外国人旅行者受入環境

整備緊急対策事業（実証事業分）」外国人旅行者受入のための

ジャンボタクシー利用の実証事業 の仕様を記述。

（事業の目的・内容等）

②応札資料作成要領 応札者が、評価項目一覧及び提案書に記載すべき項目の概要

や提案書の雛形等を記述。

③評価項目一覧 提案書に記載すべき提案要求事項一覧、必須項目及び任意項

目の区分、得点配分等を記述。

④評価手順書 沖縄総合事務局が応札者の提案を評価する場合に用いる評価

方式、総合評価点の算出方法及び評価基準等を記述。

[表2 応札者が沖縄総合事務局に提示する資料]

資料名称 資料内容

仕様書に記述された要件を遵守又は達成するか否かに関し、①評価項目一覧 の遵守確

遵守確認欄に○×を記入し、提案書頁番号欄に、該当する提認欄及び提案書頁番号欄

案書の頁番号を記入したもの。に必要事項を記入したもの

詳細説明は第２章参照

②提案書 仕様書に記述された要求仕様をどのように実現するかを提案書

にて説明したもの。主な項目は以下のとおり。

応札者が提案する、事業の内容、体制等n

実施計画n

技術員等の資格、確保n

補足資料(応札者の実績の詳細)等n

詳細説明は第３章参照

[表3 落札者が沖縄総合事務局に提出する資料]

資料名称 資料内容

入札金額の内訳を記入したもの。①見積書及び単価設定の

根拠資料 単価設定の根拠資料も併せて提出すること。

詳細説明は第５章参照



第2章 評価項目一覧に係る内容の作成要領

2.1 評価項目一覧の構成
評価項目一覧の構成及び概要説明を以下に記す。

[表4 評価項目一覧の構成の説明]

評価項目一 事項 概要説明

覧における

項番

調査を実施する上で遵守すべき事項。これら事項に係る具体的内0 遵守確認事項

容の提案は求めず、全ての項目についてこれを遵守する旨を記述

する。

提案を要求する事項。これら事項については、応札者が提出した1～4 提案要求事項

提案書について、各提案要求項目の必須項目及び任意項目の区

分け、得点配分の定義に従いその内容を評価する。

応札者が作成した提案の詳細を説明するための資料。これら自体5 添付資料

は、直接評価されて点数が付与されることはない。

2.2 遵守確認事項
評価項目一覧中の遵守確認事項における各項目の説明を以下に示す。

応札者は、別添「評価項目一覧－遵守確認事項－」における「遵守確認」欄に必要

事項を記載すること。遵守確認事項の各項目の説明に関しては、表5を参照すること。

[表5 遵守確認事項上の各項目の説明]

項目名 項目説明・記入要領 記入者

沖縄総合事務大項目～ 遵守確認事項の分類

局細項目

沖縄総合事務内容説明 遵守すべき事項の内容

局

遵守確認 応札者は、遵守確認事項を実現・遵守可能である場合は○を、実現・遵守不可 応札者

能な場合（実現・遵守の範囲等について限定、確認及び調整等が必要な場合等

を含む）には×を記載する。



2.3 提案要求事項
評価項目一覧中の提案要求事項における各項目の説明を以下に示す。

応札者は、別添「評価項目一覧－提案要求事項一覧－」における「提案書頁番号」

欄に必要事項を記載すること。提案要求事項の各項目の説明に関しては、表6を参照

すること。

[表6 提案要求事項上の各項目の説明]

項目名 項目説明・記入要領 記入者

沖縄総合事務局大項目～ 提案書の目次(提案要求事項の分類)。

細項目

沖縄総合事務局提案要求事項 応札者に提案を要求する内容

沖縄総合事務局評価区分 必ず提案すべき項目(必須)又は必ずしも提案する必要は無い項目(任意)の

区分を設定している。

各項目について、記述があった場合、その内容に応じて配点を行う。

沖縄総合事務局得点配分 各項目に対する最大加点

沖縄総合事務局雛形頁番号 (別紙1)提案書雛形における雛形の頁
*

提案書頁番号 作成した提案書における該当頁番号を記載する。該当する提案書の頁が 応札者

存在しない場合には空欄とする。評価者は各提案要求事項について、本欄

に記載された頁のみを対象として採点を行う。

:応札者が提案書を作成する際に、参考とすることが可能な提案書の雛型。提案要求事項毎の*

記述内容、評価の観点等が記載されている。詳細は本応札資料作成要領第4章を参照のこと。

2.4 添付資料
評価項目一覧中の添付資料における各項目の説明を以下に示す。

[表7 添付資料上の各項目の説明]

項目名 項目説明・記入要領 記入者

沖縄総合事務局大項目～ 提案書の目次(提案要求事項の分類)。

小項目

沖縄総合事務局資料内容 応札者に提案を要求する内容

沖縄総合事務局提案の要否 必ず提案すべき項目(必須)又は必ずしも提案する必要は無い項目(任意)の

区分を設定している。

提案要求事項とは異なり、採点の対象とはしない。

沖縄総合事務局雛形頁番号 (別紙1)提案書雛形における雛形の頁
*

提案書頁番号 作成した提案書における該当頁番号を記載する。該当する提案書の頁が 応札者

存在しない場合には空欄とする。



第3章 提案書に係る内容の作成要領及び説明

3.1 提案書の構成及び記載事項
以下に、別添「評価項目一覧」から[提案書の目次]の大項目を抜粋したもの及び求

められる提案要求事項の概要を示す（表8）。提案書は、表8の項番、項目内容に従い、

提案要求内容を十分に咀嚼した上で記述すること。なお、目次及び要求事項の詳細

は、別添「評価項目一覧」を参照すること。また、各提案要求事項及び補足資料の記述

内容については別紙１「提案書雛型」を参照すること。

[表8 提案書目次]

提案書 大項目 提案要求事項の概要説明

目次項番

1 業務内容及び実 提案する業務の実施内容・実施方法及びスケジュール等の妥当性等。

施方法

2 業務実施主体の 類似業務実施の経験、組織としての業務遂行能力等。

経験・能力

3 業務従事者の経 業務内容に関する専門知識・適格性、業務実施を効果的・効率的に実施する

験・能力 ことの根拠となる資格等。

4 ワーク･ライフ･バ ワーク･ライフ･バランス等の推進に関する認定取得等。

ランス等の推進に

関する指標

5 添付資料 提案した内容の詳細を説明するための資料。

3.2 提案書様式
① 提案書は第4章「提案書雛形」に提示する項目及び様式等を参考にして記述する。

② 提案書及び評価項目一覧はA4判カラーにて、全６部印刷し、特別に大きな図面等

が必要な場合には、原則としてA3判にて提案書の中に折り込む。

3.3 応札者による提案書の説明（プレゼンテーション）
① 応札者は、沖縄総合事務局から求められた場合は、自らの提案内容の説明を行

う。

② 当該説明に当たっては、沖縄総合事務局内会議室にてプレゼンテーションを行う

こととし、その際には、原則としてプロジェクトリーダーに相当する者が実施する。

③ 当該プレゼンテーションの日時等については、提案書受領期限後に沖縄総合事務

局と応札者とで別途調整する。また、プレゼンテーションの時間は、現時点では１社

当たり概ね３０分程度（質疑応答を含む）を想定している。

④ プレゼンテーションに当たっては、与えられた時間を踏まえ、必要に応じて提案書

とは別に要約版資料を用意するなど、効率的な実施のために工夫する。



3.4 留意事項
① 提案書を評価する者が特段の専門的な知識や商品に関する一切の知識を有しな

くても評価が可能な提案書を作成する。なお、必要に応じて、用語解説などを添付

する。

② 提案にあたって、特定の製品を採用する場合は、当該製品を採用する理由を提

案書中に記載するとともに、記載内容を証明及び補足するもの（製品紹介、パンフ

レット、比較表等）を添付する。

③ 応札者は提案の際、提案内容についてより具体的・客観的な詳細説明を行うため

の資料を、添付資料として提案書に含めることができる(その際、提案書本文と添

付資料の対応が取れるようにする)。

④ 沖縄総合事務局から連絡が取れるよう、提案書には連絡先（電話番号、FAX番

号、及びメールアドレス）を明記する。

⑤ 提出物を作成するに際しての質問等を行う必要がある場合には、入札説明書記

載の質問書に必要事項を記載の上、平成２９年５月３０日（火）１７時までに電子メ

ールで沖縄総合事務局総務部会計課（負担第二係）に提出する。

⑥ 提案書の提出期限は、平成２９年６月５日（月）１７時までに持参又は郵送により

沖縄総合事務局総務部会計課（負担第二係）に提出すること。郵送により提出す

る場合は、期限までに必着とし、受領の確認を提出先（会計課・負担二係）へ確認

すること。また、提案書を提出しなかった者については、候補者として選定しないも

のとする。

⑦ 提案書の差し替え及び再提出は、原則として認めない。

⑧ 上記の提案書構成、様式及び留意事項に従った提案書ではないと沖縄総合事務

局が判断した場合は、提案書の評価を行わないことがある。また、補足資料の提

出や補足説明等を求める場合がある。

⑨ 提案書の作成及び提出等に要する経費は、応札者の負担とする。

⑩ 提出された提案書は、当該提案者に無断で２次的な使用は行わない。

⑪ 提案書に虚偽の記載を行った場合は、当該提案書を無効にするとともに、記載を

行った応札者に対して指名停止を行うことがある。

⑫ 採択した提案内容については、国等の行政機関の情報公開法に基づき、開示請

求があった場合、あらかじめ「開示」を予定している書類とする。

⑬ 採択しなかった提案書は、原則として返却しない。

第4章 提案書雛形

4.1 提案書雛形を利用するに当たっての留意事項
提案書雛形では、提案書に含めるべき記述内容と記述例および基礎点と加点の評

価観点を提示する。応札者は、提案書雛形を参考として提案書を作成することができ

るが、以下に留意する必要がある。

応札者は、最低限、提案書雛形に提示された項目を提案書に含めなければならl



ない。

具体的な表記方法に関しては、応札者が必要と判断した場合は、当雛形への完l

全な遵守を求めるものではない。

なお、提案書の各提案要求事項に対し、どの提案書雛形を参考にすることが出来る

かは別添「評価項目一覧」にて、提示する。

4.2 提案書雛形
具体的な提案書雛形の内容は別紙1を参照。

4.3 工数
提案書雛形「５．１ 調査検討実施に係る工数」の書式に従って、入札仕様書におけ

る業務の中項目単位で、業務実施者のクラス（例：主任技師、技術員等）別の工数を提

出すること。

第5章 見積書

5.1 見積書の作成方法
落札者に対しては、提示された入札価格の積算内訳（単価及び数量）を別紙２の見

積書様式を参考に作成のうえ提出すること。

人件費単価は、技術員等のクラス別時間単価、もしくは支払実績時間単価を設定す

る。単価設定の根拠資料として、技術員等のクラス別時間単価の場合は、単価表及び

単価設定の考え方を、支払実績時間単価の場合は、支払実績の内訳及び理論総労

働時間を提出すること。

事業費単価は、検討会開催経費（謝金、交通費等）、事業の実施に必要となる機

器、ソフトウェア等の利用料金や借室料等を内訳単位で設定する。

単価設定の根拠資料として、単価に採用した内部規定や参考見積等を提出するこ

と。

業務の一部を他者におこなわせる場合（外注等）、その費用を一般管理費の対象経

費とすることは認めない。



平成２９年度「訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対
策事業（実証事業分）」外国人旅行者の受入のためのジ
ャンボタクシー利用の実証事業について

提 案 書

（日付）

（企業名）

（連絡先等）

(別紙1) 提案書雛型
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1．業務内容及び実施方法
【1.1 業務の内容】

記述内容 本業務で実施する業務内容について具体的に記述する。

【基礎点評価の観点】

・当局が示した業務の目的と整合性がとれているか。

・仕様書記載の業務内容について全て提案されているか。

(別紙1) 提案書雛型

【加点評価の観点】

・国及び県の施策、動向を踏まえた提案となっているか。

・仕様書に示した内容以外に独自の提案がなされているか。

１



1．業務内容及び実施方法
【1.2 業務実施の方法】

業務実施方法について具体的に記述する。

【加点評価の観点】

・実施方法に創意・工夫があるか。

・基礎データ収集、整理方法は適当か。

・効果検証方法について、具体性があるか。

(別紙1) 提案書雛型

記述内容

【基礎点評価の観点】

・実施方法及び課題抽出の手法は適当であり、実現可能なものとなっているか。

２



1．業務内容及び実施方法
【1.3 業務実施計画】業務実施期間及びスケジュール

記述内容
確実に成果をあげるために、応札者が行う業務実施計画とそのスケジュールについて、主要な
行程を記述し、提案したスケジュールの根拠を具体的・客観的に記述する。

(別紙1) 提案書雛型

スケジュール（計画）
(以下の項目等を含めて記述)
• 実施内容、担当者、開始日、終了日、作成資料名

遅滞なく作業を完了するための工夫
• XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

大分類 中分類 小分類 大分類 中分類 小分類 4 11 18 25 6 13 20 27

100 ●●●●●●

111 XXXX

XXX ●●●

XXX ●●

120 □□□□

●●

●●

130 △△△△

●●

●●

終了日

作業項目作業ID ○月平成○○年○月

作成資料作業内容 担当 開始日

1

• 作業内容、スケジュール

記述例

３

【基礎点評価の観点】

・業務計画とスケジュールが整合しているか。

・実現性のあるスケジュールとなっているか。



本業務領域における実績の一覧

(以下の項目等を含めて記述)

• 提供先(※実名が記述できない場合は、必ずしも実名を記述する必要はない。その場合、例えば「A県」といった形式で記述
する)

• 提供時期

• 実施概要

• 主たる業務実施担当者 等

2．業務実施主体の経験・能力
【 2.1 類似業務実施の経験】

記述内容

業務を実施するにあたり、過去に官公庁以外も含めた、本領域における調査、分析の実績がある場合、その提
供先、提供機関、実施概要、主たる業務実施担当者等を具体的・客観的に記述する。

応札者が当業務に関連する実績を有する場合、その実績が当業務の実施に当たり有益であることを具体的・客
観的に記述する。（例えば、「過去の実績における経験者を当該業務の各チームに従事させる」等）

(別紙1) 提案書雛型

【加点評価の観点】

・当業務に関連する類似の業務実績を豊富に有しているか。

・業務を実施する上で、有効なネットワークまたは情報収集能力・分析能力
を有していると認められるか。

４

注：過去の実績等を別添資料にて記述する場合は、 XXXXXXXXXX等（資料名）についても記載すること。



XXXXXリーダー
役職 名前
XXX XXXXX

XXX研究チーム
役職 名前
XXX XXXXXX

XXX研究チーム
役職 名前
XXX XXXXXX

XXX開発チーム
役職 名前
XXX XXXXXX

XX担当XX担当

・ 業務実施体制
業務担当者一覧（氏名、部署・役職、予定担当業務、役割等を含めて記述）

• 役割分担
– 各チームの主な役割

– 各チームの担当者数

– 提案書に別途含める、実施担当者の略歴への参照 等

2．業務実施主体の経験・能力
【2.2 組織としての業務実施能力】業務実施体制、役割分担

記述内容
業務が遂行可能な人員の確保、実施体制や役割分担について、体制上の役割分担や担当者数がわかるように記述する。
実施体制については、個々の業務の担当が分かるようにし、各チームのリーダークラス要員については、役職及び担当者名
を記述する。

記述例

注：体制、担当者略歴等を別添資料にて記述する場合は、 XXXXXXXXXX等（資料名）についても記載すること。

(別紙1) 提案書雛型

【基礎点評価の観点】

・業務が遂行可能な人員の確保がなされて
いるか。

・役割分担が明確であるか。

・業務を行う上で適切な「経理処理能力」を
有しているか。

５



3．業務従事者の経験・能力
【3.1 業務内容に関する専門知識・適格性】

業務を効果的・効率的に実施することの根拠となる技術員の専門知識・適格性を記述する。

有効な資格があれば具体的に記述する。

【基礎点評価の観点】

・当該業務に関する知見・ノウハウを有しているか。

(別紙1) 提案書雛型

記述内容

【加点評価の観点】

・業務を遂行する上で、有効な資格等を有しているか。

６

●技術員の業務経験

過去の業務実施内容、役割、保有スキル等

●技術員の有効な資格等の一覧

（応札者が保持する有効な資格について以下の観点を含めて説明）

・技術員の責任分担

・保有資格の名称

・保有資格の内容

・実施に役立つと考える点 等



4．ワーク･ライフ･バランス等の推進に関する指標
【4.1 ワーク･ライフ･バランス等の推進に関する指標】

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定を受けているか、行動計画を
策定していれば記述する。
次世代育成支援対策推進法に基づく認定を受けていれば記述する。
青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定を受けていれば記述する。

(別紙1) 提案書雛型

記述内容

【加点評価の観点】

・ワーク･ライフ･バランスを推進する企業として関係法
令に基づく認定等を受けているか。

７

●女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定（えるぼし認定）

認定等を証する書類、行動計画について記述

●次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみん認定及びプラチナくるみん認定）

認定等を証する書類について記述

●青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定（ユースエール認定）

認定等を証する書類について記述



5．添付資料
【5.1 調査検討実施に係る工数】必要な工数の明細

業務 担当者のクラス別工数（人月）/月 工数
(業務中項目
単位)# 大項目 # 中項目 XXXX XXX XXX XXX

(1) 調査に係るもの

1) ××××計画 ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・

2) ××××検討 ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・

(2) ○○○に係るもの

1) ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・

2) ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・

・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・

合計(工数) ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・

記述内容
「1.業務内容及び実施方法」にて提案した業務実施方法を実現するために必要な工数を、入札仕
様書における業務の中項目単位で技術員のクラス別(主任技師、技術員等)の工数を記述する。

記述例

(別紙1) 提案書雛型

８



 (別紙２) 見積書様式 

支出負担行為担当官  

内閣府沖縄総合事務局総務部長 あて 

住所 

商号又は名称 

                   代表者氏名       印 

見積書 

 区分  内訳 金額  積算内訳 

１．人件費 

 

 

 

 

主任技師 

技術員 

 

 

000,000,000 

 z,zzz,zzz 

 

 

@ xx,xxx * yy時間 = z,zzz,zzz   

 

 

２．事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旅費 

調査旅費 

 

印刷費 

通信運搬費 
補助職員人件費 

その他 

 

000,000 

 

 zzz,zzz 

 ccc,ccc 

 

 

 

 

 

  

@ xx,xxx * yy人 = zzz,zzz  

＠aa,aaa * bb時間 *100/108 = ccc,ccc 

 

（注１：消費税及び地方消費税は別掲

のため、単価に含まれている場合、除

外のうえ、計上のこと。） 

３．一般管理費  

 

00,000,000 １．人件費＋事業費の２０％以内 

４．小計   （注２：入札金額と一致） 

５．消費税及び 

  地方消費税 

 

 

 

 

４．小計（※） × ８％ 

（注３：小数点以下切り捨て） 

６．合計    

 ※消費税及び地方消費税にかかる免税事業者にあっては、課税売上げにかかる消費税及び

地方消費税については、計上することは出来ない。 



評価項目一覧　－遵守確認事項－
（事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

大項目 中項目 小項目 細項目 内容説明 遵守確認

0.1
・仕様書「３．事業内容」に記載している項目を一括して受託すること。（部分
についての提案は認めない。）

0.2
・再委託等（外注を含む）を行う場合、その割合が入札金額（総価）の５０％未
満であること。

0.3
・成果物はすべて日本語で作成すること。（ただし、人名、組織名、引用文献
等に外語表記を用いることは可能。）

0.4 ・支出に係る証拠書類等について、適切に整理し、保管すること。

0.遵守確認事項

事業の範囲

再委託等比率

成果物（①調査報告書、②調査報告書
概要版）

証拠書類の整理、保管



評価項目一覧 - 提案要求事項一覧 - （事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

小項目・細項目

基礎点 加点

1 業務内容及び実施方法
＜145＞

小計
＜75＞
基礎点

＜70＞
加点

・業務の目的と整合性がとれているか。
必須

20 /20

・業務の目的と整合性がとれている。

・仕様書記載の業務内容についてすべて提案されているか。
必須

20 /20

・仕様書記載の業務内容がすべて記載されている。（偏った内容と
なっていない。）

・国及び県の施策、動向を踏まえた提案となっているか。
任意

5 /5

・国及び県の施策、動向を踏まえた提案となっている。

・仕様書に示した内容以外に独自の提案がなされているか。
任意

15 /15

・仕様書に示した内容以外に独自の提案がなされている。

・実施方法及び課題抽出の手法は適当であり、実現可能か。
必須

20 /20

・実施方法及び課題抽出の手法は適当であり、実現可能である。

・実施方法に創意・工夫があるか。
任意

15 /15

・実施方法に創意・工夫がある。

・基礎データ収集、整理方法は適当か。
任意

15 /15

・基礎データ収集、整理方法は適当である。

・効果検証方法について、具体性があるか。
任意

20 /20

・効果検証方法について、具体性がある。

1.3
・業務計画とスケジュールが整合しているか。
・実現性があるスケジュールとなっているか。 必須

15 /15

・業務計画とスケジュールが整合している。
・実現性があるスケジュールとなっている。 3

2 業務実施主体の経験・能力 ＜30＞ ＜15＞ ＜15＞

・当業務に関連する類似の業務実績を豊富に有しているか。
任意

5 /5

・当業務に関連する類似の業務実績を豊富に有している。

・業務を実施する上で、有効なネットワークまたは情報収集能力・分析能力を有し
ているか。 任意

10 /10

・業務を実施する上で、有効なネットワークまたは情報収集能力・分
析能力を有している。

2.2

・業務が遂行可能な人員の確保がなされているか。
・役割分担が明確であるか。
・業務を行う上で、適切な「経理処理能力」を有しているか。 必須

15 /15

・業務が遂行可能な人員の確保がなされている。
・役割分担が明確である。
・業務を行う上で、適切な「経理処理能力」を有している。 5

3 業務従事者の経験・能力 ＜20＞ ＜10＞ ＜10＞

・当業務に関する知見・ノウハウを有しているか。
必須

10 /10

・当業務に関する知見・ノウハウを有している。

・業務を遂行する上で、有効な資格等を有しているか。
任意

10 /10

・業務を遂行する上で、有効な業務歴または資格等を有している。

4 ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標 ＜5＞ ＜0＞ ＜5＞

4.1

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく
認定（えるぼし認定企業）
・１段階目（※１）　２点
・２段階目（※１）　４点
・３段階目　５点
・行動計画（※２）　１点
※１　労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと
※２　女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がない事業主
（常時雇用する労働者の数が300人以下のもの）に限る（計画期間が終了してい
ない行動計画を策定している場合のみ）。
 
次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・プラチ
ナ認定企業）
・くるみん（旧基準）(※③)　２点
・くるみん（新基準）（※④）　３点
・プラチナくるみん　４点
※③　旧くるみん認定マーク（次世代育成支援対策推進法施行規則等の一部を
改正する省令（平成２９年厚生労働省令第３１号）による改正前の認定基準又は
同附則第２条第３項の規定による経過措置により認定）。
※④　新くるみん認定マーク（次世代育成支援対策推進法施行規則等の一部を
改正する省令（平成29年度厚生労働省令第３１号）による改正後の認定基準に
より認定）。

任意

5 /5

・ワーク・ライフ・バランスを推進する企業として関係法令に基づく認
定等を受けている。

7

2.1

業務の内容

業務実施計画（業務実施期間
及びスケジュール）

組織としての業務実施能力
（業務実施体制、役割分担）

類似業務実施の経験

業務内容に関する専門知識・
適格性

1.1

業務実施の方法

63.1

4

1

2

ワーク・ライフ・バランス等の推
進に関する指標

1.2

雛形頁
番号

提案書
頁番号

評価項目

大項目

中項目

得点配分
評
価
区

分



評価項目一覧　－添付資料－

大項目 中項目 資料内容 提案の要否 雛形頁番号 提案書頁番号

5.1 ・事業実施に必要な工数の明細 必須 8
 

・本調達履行のための実施体制図 必須 －

・各業務担当者の略歴 必須 －

5.3 ・官公庁及び官公庁以外を含めた本事業関連分野の実施実績 任意
－

5.4 ・ワーク・ライフ・バランスを推進する企業として関係法令に基づく認定書等 任意
－

（事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業実施に係る工数

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関す
る指標

小項目

5.2 実施体制及び研究員等の略歴

5.添付資料

会社としての実績



平成29年度「訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対

策事業（実証事業分）」外国人旅行者の受入のためのジ

ャンボタクシー利用の実証事業

評価手順書(加算方式)

平成２９年５月

沖縄総合事務局



本書は、「平成29年度訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（実証事業分）訪日外

国人旅行者向けマナー動画作成による効果検証事業」に係る評価手順を取りまとめたものであ

る。落札方式、評価の手続き及び提案の配点基準を以下に記す。

第1章 落札方式及び得点配分

1.1 落札方式
次の要件をともに満たしている者のうち、「1.2 総合評価点の計算」によって得られた

数値の最も高い者を落札者とする。

① 入札価格が予定価格の範囲内であること。

② 別添「評価項目一覧」に記載される要件のうち必須とされた項目を、すべて満たし

ていること。

1.2 総合評価点の計算

総合評価点 ＝ 企画点 ＋ 価格点
企画点＝基礎点 + 加点

価格点＝価格点の配分(※) X ( 1 - 入札価格÷予定価格)

※なお、企画点の配分と価格点の配分は、２ : 1とする。

※価格点及び価格点は小数第２位までとし、第３位切り捨てとする。

1.3 得点配分
企画点に関し、必須及び任意項目の配分を２００点、価格点の配分を１００点とする。

企画点 ２００点

価格点 １００点

第2章 評価の手続き

2.1 一次評価
まず、以下の基準により一次判定を行う。

① 別添「評価項目一覧」の「提案要求事項(項番1～3)」の、評価区分が必須の「提案

書頁番号」に提案書の頁番号が記入されている。

一次評価で合格した提案書について、「2.2 二次評価」を行う。

2.2 二次評価
「2.1一次評価」に合格した提案書に対し、「第3章 評価項目の加点方法」に記す評

価基準に基づき採点を行う。この際、別添「評価項目一覧」に記載される、「提案要求

事項(項番1～3)」のうち必須とされた項目について基礎点の得点が0となった場合、そ

の応札者を不合格とする。

複数の評価者が評価を行うため、各評価者の評価結果（点数）を合計し、それを平

均して企画点を算出する。



2.3 総合評価点の算出
以下を合計し、総合評価点を算出する。

① 「2.2 二次評価」により与えられる企画点

② 入札価格から「1.2 総合評価点の計算」に記した式より算出した価格点

第3章 評価項目の加点方法

3.1 評価項目得点構成
評価項目の得点は基礎点と加点の二種類に分かれており、その合計にて提案要求

事項毎の得点が決定される。(評価項目毎の基礎点、加点の得点配分は別添「評価項

目一覧」の「得点配分」欄を参照)

3.2 基礎点評価
基礎点は、提案要求事項の評価区分が必須である事項にのみ設定されている。評

価の際には提案要求事項の要件を充足している場合には配分された点数が与えら

れ、充足していない場合は0点となる。提案者は、提案書において基礎点の対象となる

要件をすべて充足することを示さなければならない。一つでも要件が充足できないとみ

なされた場合は、その応札者は不合格となる。なお、各提案要求事項の基礎点を評価

する際の観点は、別添「（別紙１）提案書雛型」において「基礎点評価の観点」として示

している。

3.3 加点評価
加点は、すべての提案要求事項について設定されており、各提案要求事項の加点を

評価する際の観点に沿って評価を行う。各提案要求事項の加点を評価する際の観点

は、別添「（別紙１）提案書雛型」にて｢加点評価の観点｣として示している。



契  約  書 

 

支出負担行為担当官 沖縄総合事務局総務部長 山谷 英之（以下「甲」という。）と［団体名・代表者

職名・氏名］○○○○○○○○○○（以下「乙」という。）との間に下記条項により契約を締結する。 

 

記 

 

（契約の目的） 

第１条  本契約の名称等は次のとおりとする。 

１．名  称   平成２９年度「訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（実証事業分）」

外国人旅行者の受入のためのジャンボタクシー利用の実証事業 

２．規格及び数量 別紙仕様書のとおり 

３．契約金額   金○，○○○，○○○円也 

（うち消費税及び地方消費税額○○○，○○○円） 

４．支払方法    完了払い 

５．履行期間   契約締結日 ～ 平成３０年３月３０日 

６．履行場所   別紙仕様書のとおり 

７．その他    本契約書及び別紙仕様書のとおり 

（契約保証金） 

第２条  契約保証金の納付は免除する。 

（権利義務の譲渡） 

第３条  甲及び乙は、本契約により生ずる権利義務の全部又は一部を相手方の承諾を得ずに第三者に譲 

渡し、又は承継させてはならない。ただし、乙が信用保証協会及び中小企業信用保険法施行令（昭 

和２５年政令第３５０号）第１条の３に規定する金融機関、資産の流動化に関する法律（平成１ 

０年法律第１０５号）第２条第３項に規定する特定目的会社、信託業法（平成１６年法第１５４ 

号）第２条第２項に規定する信託会社に対して債権を譲渡する場合にあっては、この限りではな 

い。 

２ 乙が本契約により行うこととされた全ての給付を完了する前に、乙が前項ただし書に基づいて、 

特定目的会社、信託会社（以下「丙」という。）に債権の譲渡を行い、乙が甲に対し、民法第４６ 

７条及び動産及び債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律（平成１０年法律第１ 

０４号）第４条第２項に規定する通知又は承諾の依頼を行った場合にあっては、甲は次の各号に 

掲げる異議を留めるものとする。 

一  甲は、乙に対して有する請求債権については、譲渡対象債権金額と相殺し、又は、譲渡債 

権金額を軽減する権利を保留する。 

二 丙は、譲渡対象債権を第１項ただし書きに掲げる者以外の者に譲渡し又はこれに質権を設 

定しその他債権の帰属並びに行使を害すことはできないこと。 

三 甲は、債権譲渡後も、乙との協議のみにより、納品先の変更、契約金額の変更、その他契 

約内容の変更を行うことがあり、この場合、丙は異議を申し立てないものとし、当該契約の 

変更により、譲渡対象債権の内容に影響が及ぶ場合には、もっぱら乙と丙の間において解決 

されなければならないこと。 

３ 第１項ただし書きに基づいて乙が第三者に債権の譲渡を行った場合において、甲の対価の支払 

による弁済の効力は、官署支出官沖縄総合事務局総務部長（以下「支出官」という。）が、予算決 

算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第４２条の２に基づき、センター支出官に対して支 

出の決定の通知を行った時点で生ずるものとする。 

（再委託の制限） 

第４条  乙は、業務を一括して又は主たる部分を再委託してはならない。 



２ 業務達成のため、業務の一部を第三者に委託し又は請け負わせること（以下「再委託」と 

 いう。）を必要とするときは、乙は、あらかじめ再委託申請書（別途指示）を甲に提出し、そ 

  の承認を受けなければならない。 

３ 前項の承認申請は、既に承認を受けた事項に変更を行う必要が生じた場合、又は再委託の 

 相手方がさらに再委託を行うなど複数の段階で再委託が行われる場合も同様とする。 

４ 再委託の内容が業務の主要部分でない場合（軽微な再委託である場合）は、前二項の承認を要 

しないものとする。 

５ 前三項の規定により、乙が第三者に再委託をした場合において、当該再委託先の相手方（複 

 数の段階で再委託が行われる場合の再委託の相手方を含む。以下同じ。）の行為は乙の行為とみ 

  なす。また、当該再委託の相手方は、乙が負っている本契約上の義務と同等の義務を負う。 

（監督） 

第５条  甲は、本契約の適正な履行を確保するため会計法（昭和２２年法律第３５号。以下「法」とい 

    う。）第２９条の１１第１項の規定に基づき甲の指定する職員（以下「監督職員」という。）をもっ 

    て監督に当たらせることができる。 

２ 乙は、業務を行うに当たり不明な点がある場合は、監督職員の指示を仰ぐこととする。 

３ 本条の規定は、工事又は製造その他についての請負契約のみに適用し、物件の買入れその他の 

  契約については、適用しない。 

（検査） 

第６条  乙は、業務の履行が完了した場合は、その旨を甲に通知し、甲又は甲の指定した職員（以下「検 

査職員」という。）の法第２９条の１１第２項の規定に基づく検査を受けなければならない。 

２ 検査職員は、前項の通知を受けたときは、その日から１０日以内もしくは３月３１日のいずれ 

 か早い日までに検査をしなければならない。 

３ 前項による検査の結果不合格となったものが生じた場合には、甲の指定した期限までに補正措 

置を講じ再検査を受けなければならない。 

（検査結果の通知） 

第７条  甲は、前条による検査が終了したときは、速やかに乙に通知しなければならない。 

（代金の請求） 

第８条  乙は、前条による通知を受け業務の履行が完了したときは、当該代金を支出官に請求するもの 

とする。 

２ 支出官は、前項の規定による適法な支払請求書を受理したときは、その日から起算して３０日 

以内に当該代金を支払わなければならない。 

（支払遅延利息） 

第９条  支出官は、前条第２項の規定による期間内に当該代金の支払いが完了しない場合は、「政府契約 

の支払遅延防止等に関する法律」の定める遅延利息を支払うものとする。ただし、その金額に１ 

００円未満の端数があるとき、又はその金額が１００円未満であるときは、その端数金額又はそ 

の全額を切り捨てるものとする。 

（遅延賠償金） 

第 10条  乙は、甲の指定する期限内に業務の履行を完了することができないと認められるときは、速や 

かに甲に対し遅滞の事由及び完納見込月日を明らかにした書面を提出し、甲の指示を受けるもの 

とする。 

２ 甲は、前項の規定による書面の提出があったときは、審査の上、期限後に完了する見込みがあ 

ると認めるときは、遅延賠償金を徴収することとして期限延長を認めることができるものとする。 

ただし、遅延の事由が天災地変等やむを得ない場合には、乙はその事由を附して遅延賠償金の免 

除を申し出ることができる。 

３ 前項に規定する遅延賠償金は、契約履行未済金額（単価契約の場合は、契約単価に予定数量の 

未済分を乗じて算出した額。以下同じ。）に年５％を乗じて得た金額とする。 



（違約金） 

第 11条  甲は、乙が本契約による履行義務を果たさなかったとき又は不正行為があったときは、契約履 

行未済金額の１００分の１０を違約金として徴収し本契約を解除することができる。なお、月額 

により代金を支払っている場合において、月の途中に契約を解除した場合の代金は、１ヶ月を３ 

０日とした日割計算により算出した額とする。 

（危険負担） 

第 12条  第７条に規定する検査通知を受理する以前に生じた損害は、甲の責に帰すべき事由によるもの 

を除き、すべて乙の負担とする。 

（瑕疵担保） 

第 13条  甲は、業務の履行内容に瑕疵があるときは、乙に対して相当の期限を定め補正を請求し又は補 

正の請求に代えてその損害賠償を請求できるものとする。 

（秘密の保持） 

第 14条  乙及びその使用人は、本契約履行上知り得た事項を他に漏らし、又は他の目的に利用してはな 

        らない。 

     ２ 前項の規定は、第１条に規定する履行期間が終了した後も有効に継続するものとする。 

     ３ 甲は、乙に前二項の規定を担保させるため、乙の使用者及び使用者に準ずる者に対し、必要な 

    措置を講じさせるものとする。 

（個人情報に関する秘密保持の義務） 

第 15条  乙は、個人情報に関する秘密保持の義務を負う。個人情報を第三者へ提供するなど漏えい等が 

        発生することのないよう管理しなければならない。 

（再委託の制限又は条件に関する条項） 

第 16条  乙は、甲が承認した場合を除き、個人情報の取扱い業務を再委託してはならない。 

        再委託する場合にあっては、乙は、再委託先への必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

（個人情報の複製等の制限に関する事項） 

第 17条  乙は、契約業務に必要な範囲を超えて個人情報の加工、利用、複写、複製等をしてはならない。 

（個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応に関する事項） 

第 18条  乙は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合、又は発生の可能性が高いと判断した場合は、 

        直ちに甲へ報告するとともに、甲の指示に従わなければならない。 

（委託終了時における個人情報の消去及び媒体の返却に関する事項） 

第 19条  乙は、業務終了後すみやかに個人情報の消去及び媒体の返却を行わなければならない。 

        なお、個人情報の消去の方法について甲へ報告するものとする。 

（違反した場合における契約解除の措置その他必要な事項） 

第 20条  甲は、乙が記載事項に違反した場合は、契約を解除することができるとともに必要な措置を求 

        めることができる。 

（責任者等の管理体制等に関する事項） 

第 21条  乙は、甲の求めがあった場合には、乙における責任者等の管理体制等、乙における個人情報の 

        管理の状況を把握するために甲が指定する事項を書面で甲に報告しなければならない。 

（知的財産権の取扱い） 

第 22条  乙は、本契約に基づく業務遂行の過程で行われた発明、創作等によって生じた特許権、著作権 

（著作権法第２７条、第２８条に規定する権利を含む。）、その他の知的財産権を甲に無償で譲渡 

するとともに、著作者人格権を行使しないものとする。 

（談合等の不正行為に係る契約解除） 

第 23条  甲は、本契約に関して、乙が次の各号の一に該当するときは、本契約の全部又は一部を解除す 

ることができる。 

一 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人の場合にあっては、その 

役員又は使用人。以下同じ。）に対し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭 



和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第７条又は同法第８条の２（同法第８ 

条第１号又は第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排除措置命令を行ったとき、 

同法第７条の２第１項（同法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。以下同じ。） 

の規定による課徴金の納付命令を行ったとき、又は同法第７条の２第１８項若しくは第２１ 

項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

二 乙又は乙の代理人が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは同法第１９８ 

条又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑の容疑によ 

り公訴を提起されたとき。 

２ 乙は、本契約に関して、乙又は乙の代理人が独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の規 

定による通知を受けた場合には、速やかに、当該通知文書の写しを甲に提出しなければならない。 

（談合等の不正行為に係る違約金） 

第 24条  乙は、本契約に関し、次の各号の一に該当するときは、甲が本契約の全部又は一部を解除する 

か否かにかかわらず、違約金（損害賠償金の予定）として、甲の請求に基づき、契約金額（単価 

契約の場合は、契約単価に予定数量の未済分を乗じて算出した額。また、本契約締結後、契約金 

額の変更があった場合には、変更後の契約金額。以下同じ。）の１００分の１０に相当する額を甲 

が指定する期日までに支払わなければならない。 

一 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条又は同法第８条の２（同 

法第８条第１号又は第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排除措置命令を行い、 

当該排除措置命令又は同法第６６条第４項の規定による当該排除措置命令の全部を取り消す審 

決が確定したとき。 

二 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１項の規定による 

課徴金の納付命令を行い、当該納付命令又は同法第６６条第４項の規定による当該納付命令 

の全部を取り消す審決が確定したとき。 

三 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１ 

項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

四 乙又は乙の代理人が刑法第９６条の６若しくは同法第１９８条又は独占禁止法第８９条第 

１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑が確定したとき。 

２ 乙は、前項第４号に規定する場合に該当し、かつ次の各号の一に該当するときは、前項の契約 

金額の１００分の１０に相当する額のほか、契約金額の１００分の５に相当する額を違約金とし 

て甲が指定する期日までに支払わなければならない。 

一 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１項及び第６項の 

規定による納付命令を行い、当該納付命令又は同法第６６条第４項の規定による当該納付命 

令の全部を取り消す審決が確定したとき。 

二 当該刑の確定において、乙が違反行為の首謀者であることが明らかになったとき。 

三 乙が甲に対し、独占禁止法等に抵触する行為を行っていない旨の誓約書を提出していると 

き。 

３ 乙は、契約の履行を理由として、前各項の違約金を免れることができない。 

４ 第１項及び第２項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、 

甲がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

（違約金に関する遅延利息） 

第 25条  乙が前条に規定する違約金を甲の指定する期日までに支払わないときは、乙は、当該期日を経 

過した日から支払をする日までの日数に応じ、年５％の割合で計算した額の遅延利息を支払わな 

ければならない。 

（暴力団排除に関する契約解除（属性要件に基づく契約解除）） 

第 26条  甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、何らの催告を要せず、本契約 

    を解除することができる。 



一 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場 

合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体であ 

る場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴 

力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第 

２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力 

団員をいう。以下同じ。）であるとき 

二  役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える 

 目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

三 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接 

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

四 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしてい 

るとき 

五 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

（暴力団排除に関する契約解除（行為要件に基づく契約解除）） 

第 27条  甲は、乙が自ら又は第三者を利用して次の各号のいずれかに該当する行為をした場合は、何ら 

    の催告を要せず、本契約を解除することができる。 

     一 暴力的な要求行為 

     二 法的な責任を超えた不当な要求行為 

     三 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

     四 偽計又は威力を用いて甲又はその職員の業務を妨害する行為 

     五 その他前各号に準ずる行為 

（表明確約） 

第 28条  乙は、前２条各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来においても該当しないこ 

    とを確約する。 

２ 乙は、前２条各号のいずれかに該当する者（以下「解除対象者」という。）を下請負人等（下請 

 負人（下請が数次にわたるときは、全ての下請負人を含む。）及び再受託者（再委託以降の全ての 

 受託者を含む。）並びに乙、下請負人又は再受託者が当該契約に関して個別に契約する場合の当該 

 契約の相手方をいう。以下同じ。）としないことを確約する。 

（下請負契約等に関する契約解除） 

第 29条   乙は、契約後に下請負人等が解除対象者であることが判明したときは、直ちに当該下請人等と 

    の契約を解除し、又は下請負人等に対し契約を解除させるようにしなければならない。 

２ 甲は、乙が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下請負人等の契 

 約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該下請負人等との契約を解 

 除せず、若しくは下請負人等に対し契約を解除させるための措置を講じないときは、本契約を解 

 除することができる。 

（暴力団排除に関する損害賠償） 

第 30条  甲は、第２６条、第２７条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場合は、これにより 

        乙に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。 

２ 乙は、甲が第２６条、第２７条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場合において、 

  甲に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。 

（不当介入に関する通報・報告） 

第 31条  乙は、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、暴力団関係者等の反社会的勢力から不当要 

        求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、これを拒否し、又は 

        下請負人等をして、これを拒否させるとともに、速やかに不当介入の事実を甲に報告するととも 

        に、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うものとする。 

（契約内容の変更） 



第 32条  本契約締結後、必要がある場合は、甲乙協議の上、契約内容の変更を行うことができるものと 

する。ただし、市場価格の著しい変動等を理由として契約金額を変更する場合は、甲の予算上、 

変更することが可能な場合に限ることとする。 

（紛争の解決） 

第 33条  本契約について、甲と乙との間で協議を要するものにつき協議が整わないとき、又は甲と 

    乙との間に紛争が生じたときは、甲の所在地を管轄する地方裁判所に調停の申し立てを行い、 

    甲と乙双方ともこれに服するものとする。 

（補則） 

第 34条 本契約に関して疑義を生じたとき、又は本契約に定めのない事項については、甲乙協議し 

    て決定するものとする。 

 

本契約を証するため本書２通を作成し、当事者が記名押印の上各自その１通を保有する。 

 

 

平成  年  月  日 

 

甲 沖縄県那覇市おもろまち２－１－１ 

支出負担行為担当官 

沖縄総合事務局総務部長 山谷 英之 

 

 

乙 住所 

団体名 

代表者職名・氏名  



沖縄総合事務局総務部競争契約入札心得

(平成８年４月１日総務部長制定)

（目的）

第１条 沖縄総合事務局総務部所掌に係る一般競争及び指名競争（以下「競争」

という。）を行う場合における入札その他の取扱いについては、会計法（昭

和 22 年法律第 35 号。以下「法」という。）、国の物品等又は特定役務の調

達手続の特例を定める政令（昭和 55 年政令第 300 号。以下「特例政令」と

いう。)、国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める省令（昭和 55

年大蔵省令第 45 号。）、予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）、

契約事務取扱規則(昭和 37 年大蔵省令第 52 号）その他の法令に定めるもの

のほか、この心得の定めるところによるものとする。

（一般競争参加の申出）

第２条 一般競争に参加しようとする者は、入札の公告において指定した期日

までに当該公告において指定した書類を契約担当官等（法第 29 条の３第１

項に規定する契約担当官等をいう。以下同じ。）に提出しなければならない。

ただし、電子入札システム及び電子調達システム（以下「電子システム」

という。）による入札参加者は、当該公告において指定した書類を電子シス

テムの入力画面上において作成し、入札の公告において指定した 日時までに

提出しなければならない。

（入札保証金等）

第３条 競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は、

入札執行前に、見積金額の100分の５以上の入札保証金又は入札保証金に代

わる担保を歳入歳出外現金出納官吏又は取扱官庁に納付し、又は提供しなけ

ればならない。ただし、入札保証金の全部又は一部の納付を免除された場合

は、この限りでない。

２ 入札参加者は、入札保証金又は入札保証金に代わる担保を納付し、又は提

供する場合は関係職員の調査を受け、その面前においてこれを封かんの上、

氏名及び金額を封皮に明記して保管金提出書（様式第１号）(有価証券を提

競争契約に関する誓約

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、以下の入札心得及

びその他入札関係配布資料の内容について熟知・遵守していることは、入札書又

は見積書の提出をもって誓約します。

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被

ることとなっても、異議は一切申し立てません。



供する場合は、当該提出書及び印鑑）を添えてしなければならない。

３ 入札保証金又は入札保証金に代わる担保は、落札者に対しては契約締結後

に、落札者以外の者に対しては入札執行後に保管金受領証書（様式第２号）

と引換えに還付する。

４ 入札保証金又は入札保証金に代わる担保のうち、落札者の納付又は提供に

係るものは、その者が契約を結ばないときは国庫に帰属する。

５ 入札参加者は、第１項ただし書の場合において、入札保証金の納付を免除

された理由が入札保証保険契約を結んだことによるものであるときは、当該

入札保証保険契約に係る保険証券を契約担当官等に提出しなければならない。

６ 入札参加者が、入札保証金の納付に代えて提供することができる担保は、

次の各号に掲げるものとする。

一 国債

二 政府の保証のある債券

三 資金運用部資金法第７条第１項第９号に規定する金融債

四 日本国有鉄道改革法（昭和 61 年法律第 87 号）附則第２項の規定による

廃止前の日本国有鉄道法（昭和 23 年法律第 256 号）第１条の規定により

設立された日本国有鉄道及び日本電信電話株式会社法（昭和 59 年法律第 8

5 号）附則第４条第１項の規定による解散前の日本電信電話公社が発行し

た債券で第２号以外のもの（以下「公社債」という。）

五 地方債

六 契約担当官等が確実と認める社債

七 銀行又は契約担当官等が確実と認める金融機関（出資の受入、預り金及

び金利等の取締等に関する法律（昭和29年法律第195号）第３条に規定す

る金融機関をいう。以下同じ。）が振り出し又は支払保証をした小切手

八 銀行又は契約担当官等が確実と認める金融機関が引き受け又は保証若

しくは裏書をした手形

九 銀行又は契約担当官等が確実と認める金融機関に対する定期預金債権

十 銀行又は契約担当官等が確実と認める金融機関の保証

７ 前項に掲げる担保の価値は、次の各号に掲げる担保について当該各号に掲

げるところによる。

一 国債又は地方債 政府ニ納ムベキ保証金其ノ他ノ担保ニ充用スル国

債ノ価格ニ関スル件（明治 41 年勅令第 287 号）又は同令の例による金額

二 政府の保証のある債券、金融債、公社債及び契約担当官等が確実と認め

る社債額面金額又は登録金額（発行価額が額面金額又は登録金額と異なる

ときは発行価額）の８割に相当する金額

三 銀行又は契約担当官等が確実と認める金融機関が振り出し又は支払保

証をした小切手 小切手金額




























